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1. 趣旨

奈良県内では救急搬送における問題が何度か報道され、H22年度の救急搬送実態調査で
も全国的に低い水準にとどまっている。CHORD-Jが実施した分析の結果、これらの根本
的な原因は、救急隊と病院の情報連携不足による搬送先マッチング不全であると考えられ
た。本事業では「発症から治療開始までの時間」を最短にするための全体最適化を目指
した救急搬送支援システム（e-MATCH）を昨年度に引き続き構築し、奈良市・生駒市、
桜井市、西和消防組合において、実証と評価を行う事を目的としている。

平成23年度地域ICT利活用広域連携事業･奈良県救急医療管制支援システム(eーMATCH)･ 
人材育成プログラム開発・提供業務の受託事業者を、一般競争入札により選定すること
とします。

2. 業務概要

(1) 名称

奈良県救急医療管制システム(e-MATCH) ソフトウェア使用ライセンス関連業務　一式

奈良県救急医療管制システム(e-MATCH) サーバ初期設定・保守関連業務　一式

奈良県救急医療管制システム(e-MATCH) データセンター保守関連業務　一式

(2) 業務内容

以下に示す内容の業務の実施

1. 年間使用ライセンス
以下のソフトウェアについての年間使用ライセンス料について提案すること。



各ソフトウェアについての製品名、ライセンス形態も合わせて提案すること。

データベース管理ソフトウェア

• Oracle Standard Edition(ホットスタンバイ対応)と同等性能を有すること
• 消防・病院連携用のデータベースおよび統計サーバー用のデータベース２式
• 適用ハードウェアは「サーバー機器の準備と運用」を参照のこと

ウェブ／アプリケーション・サーバー管理ソフトウェア

• 消防・病院連携サーバー・アプリケーション用データベース管理ソフトウェアと、統計
サーバー・アプリケーション用データベース管理ソフトウェアの計２式

• 適用ハードウェアは「２．サーバー機器の準備と運用」を参照のこと

2. サーバ機器の準備・運用

サーバー機（ウェブサーバー用）

• 消防・病院連携用および統計サーバー用の２式
• OS/ハードウェアは以下の仕様と同等性能を有すること

- Linux 64bit
- Memory 24GB
- Disk: 146GBx4
- CPU: Xeon 5500

サーバー機（データベースサーバー用）

• 消防・病院連携データベース用および統計データベース用の２式
• OS/ハードウェアは以下の仕様と同等性能を有すること

- Soralis64bit
- Memory 24GB
- Disk: 146GBx4
- CPU: Xeon 5500

DB共用ディスク装置

• 以下の製品と同等性能を有すること
- Disk: 146GBx8
- ティスクアレイ装置(SunStrageDisk-Tek2540相当)

ロードバランサ装置

• 以下の製品と同等性能を有すること
- A10ネットワークス/AX1000

バックアップ用NAS装置

• 以下の製品と同等性能を有すること
- HP X1600



ギガビットイーサスイッチ装置

• 以下の製品と同等性能を有すること
- Accton/ES4626F

ファイアウォール装置

• 以下の製品と同等性能を有すること
- FortiGate-110C Bundle

3. サーバー初期設定
上記サーバー装置の設置、初期設定作業一式の費用を提案すること。

4. セキュアなデータセンタ利用・保守
上記のサーバー機器についての利用・保守費用を提案すること（以下の項目を含む）。サー
バー機器の管理においてはセキュリティに充分留意し、設置場所への入室管理や個人情報な
どへの不正アクセス防止を確実に行うこと。

• サーバー機器設置場所の利用費用
• サーバー機器のネットワーク接続費用
• サーバー機器の電気使用料
• サーバー機器の保守費用

3. 一般競争入札に参加する者に必要な資格

次に掲げる要件のすべてに該当する者とする。

(1) 地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しないこと。

(2) 民事再生法の規定による再生手続開始の申立て中または再生手続中でないこと。

(3) 会社更生法の規定による更生手続開始の申立て中または更生手続中でないこと。

(4) 業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、
これらを受けていること。

4. 提出書類

入札に参加を希望する事業者は、次の書類を作成し提出して下さい。

＜提案書一式＞

(1) 参加申込書（様式１）： 1部

(2) 提案書（様式２）： 10部

(3) 事業者概要書（様式３）： 10部

(4) 同種業務実績報告書（様式４）： 10部

(5) 提案内容（様式５）： 10部



(6) 予算案（様式６）： 10部

 ※様式２～６は一冊に製本して10部作成して下さい

＜附属書類＞

(1) 過去１月以内（提案書提出日基準）に発行された法人登記簿謄本または登記事項証明
書（商号、所在地、代表者、資本金等の事項が記載されているもの） ※写し可

(2) 納税証明書等の写し：所管税務署が過去６月以内（提案書提出日基準）に発行した納
税証明書（未納税額のない証明用）

5. 審査基準

提出された提案書に基づき、最低価格の提案者を落札者として選定します。


